
賃借人が、賃貸人に対して礼金18万円の返

還を求めた事案において、礼金約定が信義則

に反して消費者の利益を一方的に害するよう

な事実は認められないから、礼金特約が消費

者契約法10条に反し無効であるということは

できないとされた事例（京都地裁平成20年９

月30日判決　ホームページ下級裁主要判決情

報）

１　事案の概要

賃借人Ｘは、平成16年３月、賃貸人Ｙとの

間で、「賃料　月額６万１千円」「賃貸期間

１年間」「更新料　１年ごとに賃料の２か月

分」「礼金は18万円とし、賃貸借契約締結後

は、賃借人は、賃貸人に対し、礼金の返還を

求めることはできない（以下「本件礼金約定」

という。）」等の約定で賃貸借契約（以下「本

件賃貸借契約」という。）を締結した。

Ｘは、本件賃貸借契約締結の際、仲介をし

た宅建業者に礼金18万円を交付し、同社の取

引主任者Ａは、契約締結の３日後に重要事項

説明を行い、本件賃貸借契約終了時に礼金が

返還されないことを説明した。

本件賃貸借契約は、平成16年10月に終了し、

Ｘは、賃借していた物件をＹに明け渡した。

Ｘは、Ｙから礼金が返還されなかったこと

から、本件礼金約定は、消費者契約法10条所

定の、①民法、商法その他の法律の公の秩序

に関しない規定の適用による場合に比し、消

費者の権利を制限し、または、消費者の義務

を加重するものに該当する、②民法１条２項

に規定する基本原理である信義則に反して消

費者の利益を一方的に害するものである、と

して、不当利得に基づき礼金18万円の返還を

求めて提訴した。これに対して、Ｙは、本件

礼金約定は、消費者契約法10条に反するもの

ではないと主張して争った。

一審の簡易裁判所はＸの請求を棄却し、Ｘ

が控訴した。

２　判決の要旨

盧 本件礼金は、少なくとも賃料の前払とし

ての性質を有するものというべきところ、

このことは、建物賃貸借において、毎月末

を賃料の支払時期と定めている民法614条

本文と比べ、賃借人の義務を加重している

と考えられるから、本件礼金約定は、民法、

商法その他の法律の公の秩序に関しない規

定の適用による場合に比し、消費者の権利

を制限し、または、消費者の義務を加重す

る約定であるというのが相当である。

盪 Ｘは、本件礼金約定が信義則に反して消

費者の利益を一方的に害するものであると

主張するので、以下、検討を加える。

①　Ｘは、礼金は、何らの根拠もなく、何

の対価でもなく、賃借人が一方的に支払を

強要されている金員であるから、本件礼金

約定は、不合理で、その趣旨も不明確なも

のであると主張するが、礼金は、賃貸人が

賃貸物件を賃借人に使用収益させる対価と
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して、賃貸借契約締結時に受領する金員、

すなわち、賃料の一部前払としての性格を

有する（賃借権設定の対価であることは賃

料の前払としての性質に包含される）とい

うべきある。

②　Ｘは、本件礼金約定は記載及び説明の

明確性に欠ける、礼金の法的性質等につい

て全く説明を受けていなかったと主張する

が、本件賃貸借契約の契約書には、礼金が

18万円であること、賃貸借契約締結後は、

礼金が返金されないことが明記されてい

る。また、礼金が賃貸借契約終了時に返還

されない性質の金員であることは一般的に

周知されている事情である。さらに、重要

事項説明の際、Ａは、賃貸借契約終了時に

礼金が返還されないことを説明していると

ころ、Ｘは、ＡないしＹに対し抗議をした

という事情は認められないことなどからす

ると、本件賃貸借契約締結に当たって、Ｘ

に対し、本件礼金条項について説明があっ

たというべきであり、Ｘの主張は理由がな

い。

③　賃借人は、礼金などの一時金も含めた

上で算定された経済的負担を負うとして

も、当該賃貸物件が、自己の要望に最も合

致すると考え、賃貸借契約を締結するので

あり、Ｘについても、自由な意思に基づい

て、本件礼金約定が付された本物件を選択

したというべきである。

④ 「賃貸住宅標準契約書」の体裁等から、

Ｙが本件礼金約定を設けて、礼金を徴求す

ることが特段の非難に値するということは

できない。また、公営住宅法や旧住宅金融

公庫法などが礼金を禁止していることをも

って、本件礼金約定が非難に値するとまで

いうこともできない。

⑤　本件礼金の額（18万円、賃料の2.95か

月分）は、他の地域（首都圏や愛知）や、

同じ京滋地域における平均礼金額（賃料の

2.7か月分）からしても不当に高額に設定

されているということはできない。そして、

本件賃貸借契約は、期間が満了する前に解

約されているが、Ｘは、中途解約の場合で

あっても、礼金の返還を求めることができ

ないことを承知しながら、自ら、本件賃貸

借契約を中途解約したといえる。

⑥　自然損耗についての修繕費用を月々の

賃料という名目だけで回収するか、礼金と

いう名目によっても回収するかは、地域の

慣習などを踏まえて、賃貸人の自由に委ね

られている事柄である。Ｙは、賃料の前払

いである礼金によっても回収しているので

あるから、本件礼金により、自然損耗の修

繕費用を二重取りしているとはいえない。

⑦　以上のとおり、本件礼金約定が信義則

に反して消費者の利益を一方的に害するも

のであるという事情は認められない。

蘯 よって、Ｘの本件請求は理由がないので

本件控訴を棄却する。

３　まとめ

本件では、賃借人が、本件礼金特約は消費

者の利益を一方的に害するものであるとし

て、様々な観点から主張し、裁判所はそれぞ

れの主張に対して判断を示した上で、その請

求を棄却している。

しかし、同裁判所の平成20年４月30日判決

（判タ1281－316、金商1299－56）は、「定額

補修分担金特約」について、賃借人の請求を

認容しており、今後の判断を注視する必要が

ある。

（調査研究部次長）
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